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1．実質消費支出は減少幅が再拡大 

総務省が 10 月 31 日に公表した家計調査によると、14 年 9 月の実質消費支出は前年比▲5.6％と

なった。減少幅は 8 月の同▲4.7％から拡大し、事前の市場予想（QUICK 集計：前年比▲4.2％、当

社予想は同▲5.1％）を下回る結果となった。前月比では 1.5％と 3ヵ月ぶりに増加した。月々の振

れが大きい住居、自動車などを除いた実質消費支出（除く住居等）も前年比▲5.8％（8月：同▲3.4％）

と減少幅が前月から拡大した。 

実質消費支出の動きを項目別に見ると、交通・通信は前年比 6.3％の増加となったが、住居（前

年比▲11.5％）、家具・家事用品（前年比▲11.9％）、教育（前年比▲30.2％）が二桁の大幅減少と

なるなど、10 項目中 9項目が減少した。 

財・サービス区分別には、駆け込み需要が大きかった耐久財が増加に転じる（8月：前年比▲10.4％

→9月：同 5.6％）一方、駆け込み需要と反動の影響が比較的小さい半耐久財（8月：前年比▲0.9％

→9月：同▲4.9％）、非耐久財（8月：前年比▲4.5％→9月：同▲4.9％）の減少幅が拡大し、駆け

込み需要がほとんど見られなかったサービス（8 月：前年比▲5.2％→9 月：同▲7.4％）も大幅な

減少が続いた。このことは、消費税率引き上げ前の駆け込み需要の反動は和らぎつつあるものの、実

質所得低下が個人消費の下押し要因となっていることを示している。 
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実質消費水準指数（除く住居等、季節調整値）は前月比 0.2％（8月：同 2.8％）と 2ヵ月連続で

上昇したが、持ち直しのペースは極めて緩やかなものにとどまっており、駆け込み需要が本格化す

ニッセイ基礎研究所 No.14-142  31 Oct. 2014 

家計調査 14 年 9 月～個人消費の持
ち直しは依然として緩慢 
 

 

 

経済研究部 経済調査室長 斎藤 太郎 

TEL:03-3512-1836 E-mail: tsaito@nli-research.co.jp 



 

 

 

 

 

 

 

 

2｜               ｜経済･金融フラッシュ No.14-142｜Copyright ©2014 NLI Research Institute All rights reserved 

る前の水準を依然として大きく下回っている。四半期ベースでは 14 年 4-6 月期に前期比▲8.5％と

急速に落ち込んだ後、7-9 月期は同 0.4％と小幅な増加にとどまった。 
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10 月 28 日に経済産業省から公表された商業販売統計によると、14 年 9 月の小売業販売額は前年

比 2.3％（8 月：同 1.2％）と 3 ヵ月連続で増

加し、前月から伸びを高めた。季節調整済指

数でも前月比2.7％と 8月の同 1.9％に続き高

い伸びとなった。家計調査に比べると商業販

売統計の小売販売額は堅調に推移しているが、

同統計の販売額は金額ベースとなっており、

消費税分も含まれていることには注意が必要

だ。物価上昇分を考慮した実質ベースの販売

額を試算すると前年比でマイナスが続いてお

り、季節調整済の指数水準も依然として駆け

込み需要発生前の水準を大きく下回っている。 

 

なお、家計調査（勤労者世帯）における実収入（名目）は 14 年 3 月以降、前年比でマイナスを

続けており（9 月は前年比▲2.3％）、毎月勤労統計の一人当たり賃金が前年比でプラスを続ける毎

月勤労統計とは異なる動きとなっている。もちろん、両統計の概念が異なることから単純な比較は

できないが、サンプルの問題で前年に比べ収入の低い世帯が多く、このことが家計調査の消費支出

の下振れにつながっている可能性があることは念頭に置いておく必要があるだろう。 

 

２．個人消費の持ち直しは引き続き緩慢なものに 

9 月の消費関連統計は、駆け込み需要の反動の影響が和らぎつつあるなか持ち直しているものの、

そのペースが引き続き緩慢であることを示すものとなった。 

この背景には、台風や豪雨などの悪天候によって外出が控えられたこともあるが、それ以上に大

きいのは消費税率引き上げに伴う物価上昇によって実質所得が大きく低下していることだ。 

先行きについては、企業業績の改善を背景に冬のボーナスも増加することが見込まれるものの、

所定内給与が前年比 0％台前半の低い伸びにとどまっていること、景気減速に伴い所定外給与の伸
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びが鈍化傾向にあることから、名目賃金の伸びが加速することは期待できない。一方、原油価格下

落に伴う消費者物価上昇率の鈍化が実質所得の押し上げ要因として働く。このため、個人消費は持

ち直しの動きを続けることが見込まれるが、そのペースは当面緩やかなものにとどまる可能性が高

い。 
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